
　
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
決
算
が
村

議
会
9
月
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
村
が
行
っ
て

い
る
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
は
村
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
て
い

る
税
金
や
、
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
、
地
方
交
付
税
な

ど
で
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。こ
れ
ら
の
お
金
が「
村
づ
く
り
」

に
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
一
般
会
計
を
中
心
に
あ
ら

ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
30
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
が
1
7
4
・

8
億
円
、
歳
出
が
1
6
3
・
1
億
円
で
、
歳
入
か
ら
歳

出
を
差
し
引
い
た
収
支
額
は
11
・
7
億
円
と
な
り
ま
し

た
。
こ
の
う
ち
1
・
8
億
円
は
令
和
元
年
度
に
繰
り
越

し
て
行
う
事
業
に
充
て
る
た
め
、
実
質
に
は
9
・
9
億

円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
村
の
借
金
で

あ
る
起
債
残
高
は
、
熊
本
地
震
関
連
事
業
に
係
る
地
方

債
発
行
も
多
か
っ
た
こ
と
か
ら
前
年
度
よ
り
26
・
8
億

円
増
加
し
1
8
2
・
5
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
決
算
額
は
、
1
7
4
・
8
億
円
で
前

年
度
と
比
べ
て
13
・
8
億
円
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

熊
本
地
震
に
伴
う
災
害
関
連
事
業
が
減
っ
て
き
た
こ
と

と
普
通
交
付
税
の
縮
減
が
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

地
方
債
に
つ
い
て
は
35
・
4
億
円（
前
年
度
比
3
・
7
億

円
減
）を
発
行
し
、
主
に
復
興
関
連
事
業
に
使
わ
れ
て
い

ま
す
。

　
県
支
出
金
は
14
・
6
億
円（
前
年
度
比
9
・
4
億
円
減
）

と
な
り
、
被
災
農
業
者
向
け
経
営
体
育
成
支
援
事
業

5
億
2
3
1
万
円
減
や
災
害
救
助
費
県
負
担
金
8
，

3
9
8
万
円
減
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
自
主
財
源
の
中
心
と
な
る
村
税
は
、
熊
本
地
震
の
影

響
に
よ
り
28
年
度
は
大
き
く
減
収
し
ま
し
た
が
、
30
年

度
は
29
年
度
と
比
べ
3
千
万
円
増
の
11
億
円
と
な
り
、

徐
々
に
回
復
の
兆
し
が
う
か
が
え
ま
す
。

■
一
般
会
計 

歳
入
　
1
7
4
億
8
，
1
3
6
万
円

　
市
町
村
の
財
政
状
況
が
良
い
か
悪
い

か
判
断
す
る
の
は
一
般
的
に
は
難
し
い

も
の
で
す
。
そ
こ
で
、
他
の
市
町
村
と

比
較
し
た
り
国
が
定
め
た
基
準
に
対
し

て
ど
の
程
度
な
ら
健
全
な
状
態
か
を
判

断
す
る
た
め
の
指
標
が
い
く
つ
か
あ
り

ま
す
。
今
回
は
そ
の
中
か
ら
3
つ
の
財

政
指
標
に
つ
い
て
過
去
5
年
間
の
推
移

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
一
般
会
計
歳
出
総
額
は
、
1
6
3
・
1
億
円
で
前
年
度

と
比
べ
9
・
1
億
円
減
少
し
ま
し
た
。目
的
別
に
見
る
と
、

民
生
費
は
、
38
・
7
億
円
で
前
年
度
と
比
べ
23
・
4
億
円

（
37
・
7
％
）減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
熊
本
地
震
で
の

住
宅
応
急
修
理
業
務
委
託（
前
年
度
比
3
，
4
0
0
万
円

減
）や
家
屋
等
解
体
・
運
搬（
前
年
度
比
3
億
1
，

7
6
8
万
円
減
）、
災
害
廃
棄
物
処
理
業
務
委
託
費（
前

年
度
比
17
億
2
，
8
2
7
万
円
減
）が
減
少
し
た
こ
と
が

主
な
要
因
に
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
土
木
費
が
39
・
8
億
円
で
前
年
度
と
比
べ
27
・

4
億
円（
前
年
度
比
2
2
1
％
）増
加
や
、
災
害
復
旧
費

は
30
億
円
で
前
年
度
と
比
べ
5
・
1
億
円（
前
年
度
比

20
・
5
％
）増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
震
災
に
伴
う
公
共

土
木
や
農
地
農
業
用
施
設
、
被
災
宅
地
の
災
害
復
旧
、

災
害
公
営
住
宅
整
備
事
業
な
ど
、
復
旧
・
復
興
工
事
が
行

わ
れ
て
い
る
こ
と
が
主
な
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　
こ
の
他
、
30
年
度
の
主
な
事
業
に
つ
い
て
は
10
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■
歳
出
の
状
況
　
1
6
3
億
1
，
2
3
7
万
円

（
前
年
度
比
　
7
・
3
％
減
）

（
前
年
度
比
　
5
・
3
％
減
）

　
一
般
会
計
な
ど
で
負
担
す
る
借

金
の
返
済
額
な
ど
を
指
標
化
し
た

比
率
で
す
。
こ
の
値
が
18
％
を
超

え
る
と
地
方
債
を
発
行
す
る
際
に

国
の
許
可
が
必
要
と
な
り
、
25
％

を
超
え
る
と
一
般
事
業
等
の
借
入

れ
が
制
限
さ
れ
ま
す
。

実質公債費比率 （単位：％）

平
成
30
年
度

南
阿
蘇
村
の

　 決
算
に
つ
い
て
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52億9,098万円

50万3千円

借  金
村債残高（平成30年度末）

村民一人あたり
182億4,957万円

173万6千円

＊ただし、村が発行した地方債に対しては、そ
の種類によって国から元利償還金の一部を後
年度に普通交付税として交付されます。

＊一人あたりに換算する人口は平成31年3月
31日人口（10,513人）を基準にしています。
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地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示

す
指
数
で
、
数
値
が
1
に
近
い
ほ

ど
財
源
に
余
裕
が
あ
る
こ
と
を
示

し
ま
す
。
指
数
が
1
を
超
え
る
と

財
政
的
に
自
立
し
た
団
体
と
し
て

普
通
交
付
税
が
交
付
さ
れ
な
く
な

り
ま
す
。

財政力指数 （単位：％）
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財
政
構
造
の
弾
力
性
を
測
る
た

め
の
比
率
で
、
人
件
費
、
扶
助
費
、

公
債
費
な
ど
の
経
常
的
経
費
に
、

経
常
的
な
一
般
財
源
が
ど
の
程
度

使
わ
れ
て
い
る
か
を
示
す
指
標
で

す
。
こ
の
数
値
が
１
０
０
％
を
超

え
る
と
、
経
常
的
な
一
般
財
源
だ

け
で
は
経
常
的
な
事
業
を
実
施
で

き
な
い
状
態
と
な
っ
て
お
り
、
財

政
の
硬
直
化
が
進
ん
で
い
る
と
判

断
さ
れ
ま
す
。

経常収支比率 （単位：％）
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182.5
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174億8,136万円

一般会計
歳　出

163億1,237万円

村税　11億0,049万円　6.3％

総務費
13億0,154万円

8.0％

民生費
38億6,469万円

23.7％

自主財源
　　19.5％

依存財源 80.5％

議会費
8,950万円　0.5％

地方債
35億4,455万円
20.3％

分担金・負担金　6,051万円　0.3％

使用料・手数料
4,554万円　0.3％

財産収入
4,907万円　0.3％

繰越金
16億3,686万円
9.4％

諸収入等
5億1,480万円
2.9％

県支出金
14億6,148万円
8.4％

国庫支出金
45億8,450万円
26.2％衛生費

6億2,188万円　3.8％

地方交付税
41億0,073万円
23.5％

農林水産業費
7億8,886万円　4.8％

商工費
7億6,213万円
4.7％

土木費
39億7,938万円

24.4％

消防費
3億5,260万円
2.2％

教育費
6億2,161万円
3.8％

災害復旧費
30億0,382万円
18.4％

公債費
9億2,636万円　5.7％

各種交付金等
3億8,283万円　2.1％
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村の貯金と借金（一般会計）

村民一人あたり

（単位：億円）　■積立金残高　■地方債残高
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地方交付税の推移
（単位：億円）

H26 H27 H28 H29 H30

52億9,098万円

50万3千円

借  金
村債残高（平成30年度末）

村民一人あたり
182億4,957万円

173万6千円

＊ただし、村が発行した地方債に対しては、そ
の種類によって国から元利償還金の一部を後
年度に普通交付税として交付されます。

＊一人あたりに換算する人口は平成31年3月
31日人口（10,513人）を基準にしています。
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地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示

す
指
数
で
、
数
値
が
1
に
近
い
ほ

ど
財
源
に
余
裕
が
あ
る
こ
と
を
示

し
ま
す
。
指
数
が
1
を
超
え
る
と

財
政
的
に
自
立
し
た
団
体
と
し
て

普
通
交
付
税
が
交
付
さ
れ
な
く
な

り
ま
す
。

財政力指数 （単位：％）

H30H29H28H27H26
0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
測
る
た

め
の
比
率
で
、
人
件
費
、
扶
助
費
、

公
債
費
な
ど
の
経
常
的
経
費
に
、

経
常
的
な
一
般
財
源
が
ど
の
程
度

使
わ
れ
て
い
る
か
を
示
す
指
標
で

す
。
こ
の
数
値
が
１
０
０
％
を
超

え
る
と
、
経
常
的
な
一
般
財
源
だ

け
で
は
経
常
的
な
事
業
を
実
施
で

き
な
い
状
態
と
な
っ
て
お
り
、
財

政
の
硬
直
化
が
進
ん
で
い
る
と
判

断
さ
れ
ま
す
。

経常収支比率 （単位：％）

H30H29H28H27H26
75

80

85

90

95

100

11.7

10.1

42.6 41.0

6.5 6.2 6.5 6.6

99.6
124.3

54.6

155.7

52.9

0.30 0.30 0.29 0.28 0.27
90.1

94.9 94.1

33.8

90.3 10.7
11.0

11.8

37.4 37.3

56.4

87.8

31.9 30.9

7.0

182.5

97.4

一般会計
歳　入

174億8,136万円

一般会計
歳　出

163億1,237万円

村税　11億0,049万円　6.3％

総務費
13億0,154万円

8.0％

民生費
38億6,469万円

23.7％

自主財源
　　19.5％

依存財源 80.5％

議会費
8,950万円　0.5％

地方債
35億4,455万円
20.3％

分担金・負担金　6,051万円　0.3％

使用料・手数料
4,554万円　0.3％

財産収入
4,907万円　0.3％

繰越金
16億3,686万円
9.4％

諸収入等
5億1,480万円
2.9％

県支出金
14億6,148万円
8.4％

国庫支出金
45億8,450万円
26.2％衛生費

6億2,188万円　3.8％

地方交付税
41億0,073万円
23.5％

農林水産業費
7億8,886万円　4.8％

商工費
7億6,213万円
4.7％

土木費
39億7,938万円

24.4％

消防費
3億5,260万円
2.2％

教育費
6億2,161万円
3.8％

災害復旧費
30億0,382万円
18.4％

公債費
9億2,636万円　5.7％

各種交付金等
3億8,283万円　2.1％
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南
阿
蘇
村

復
興
む
ら
づ
く
り

だ
よ
り

■
地
域
を
明
る
く
す
る
た
め
に

　
立
野
わ
か
も
ん
会
主
催
で
8
月
24
日
、
旧
立
野
小
学
校

体
育
館
を
会
場
に「
立
野
地
域
夏
祭
り
」が
開
催
さ
れ
ま
し

た
。

　
当
日
は
立
野
地
域
で
再
建
さ
れ
た
方
だ
け
で
は
な
く
、

馬
立
団
地
で
再
建
さ
れ
た
方
や
立
野
地
域
外
で
再
建
さ
れ

た
方
な
ど
、
雨
天
に
も
か
か
わ
ら
ず
約
2
0
0
人
が
来
場
。

　
グ
リ
ー
ン
コ
ー
プ
や
マ
ル
デ
ン
、
熊
本
大
学
な
ど
様
々

な
団
体
の
協
力
も
あ
り
、ヨ
ー
ヨ
ー
釣
り
や
ラ
ム
ネ
早
飲
み
、

化
石
レ
プ
リ
カ
作
り
体
験
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
が
喜
ぶ
催

し
も
行
わ
れ
、
た
く
さ
ん
の
笑
顔
が
あ
ふ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

最
後
に
お
楽
し
み
抽
選
会
が
行
わ
れ
、
来
場
さ
れ
た
方
の

多
く
が
最
後
ま
で
参
加
し
、
立
野
地
域
で
初
め
て
開
催
さ

れ
た
夏
祭
り
を
楽
し
み
ま
し
た
。

■
長
野
地
区
を
盛
り
上
げ
よ
う

　
8
月
20
日
に
開
催
さ
れ
た
長
野
地
区
復
興
む
ら
づ
く
り

協
議
会
で
、「
長
野
み
ら
い
会
議
」の
こ
れ
ま
で
の
活
動
報

告
が
あ
り
、
ま
た
、
今
後
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
承
認
さ

れ
ま
し
た
。

　「
長
野
み
ら
い
会
議
」は
50
代
以
下
の
住
民
・
関
係
者
が

集
ま
り
、
数
年
・
数
十
年
後
の
長
野
地
区
を
ど
う
維
持
し

て
い
く
か
を
話
し
合
う
た
め
の
場
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
4
回
の
会
議
が
開
催
さ
れ
、
地
区
を
ど
の
よ

う
に
維
持
し
て
い
く
か
と
い
う
大
き
な
課
題
に
対
し
、「
交

流
人
口
・
関
係
人
口
の
増
加
」と
い
う
目
標
を
定
め
、
様
々

な
話
し
合
い
が
行
わ
れ
て
き
ま
し
た
。
話
し
合
い
の
結
果
、

区
関
係
者
に
留
ま
ら
ず
、
長
野
区
に
興
味
の
あ
る
方
、
協

力
し
た
い
方
を
集
め
た
サ
ポ
ー
タ
ー
の
会
を
立
ち
上
げ
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
一
端
を
担
っ
て
も
ら
う
こ
と
で
地

区
を
維
持
し
て
い
こ
う
と
決
ま
り
ま
し
た
。
ま
た
交
流
人

口
を
増
や
す
具
体
的
な
取
り
組
み
と
し
て
、
神
楽
の
里
公

園
を
活
用
し
た
わ
ら
ぞ
う
り
作
り
や
神
楽
体
験
イ
ベ
ン
ト

な
ど
、
元
々
長
野
区
に
あ

る
資
源
で
無
理
の
な
い
範

囲
で
取
り
組
め
る
も
の
が

挙
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
今
後
、
こ
の
取
り
組
み

は
、
9
月
7
日
に
行
わ
れ

た
発
足
式
に
お
い
て
結
成

さ
れ
た「
長
野
み
ら
い
盛

り
あ
げ
隊
」に
よ
り
実
践

さ
れ
る
予
定
で
す
。

■
黒
川
地
区「
す
が
る
の
里
」が
視
察
受
け
入
れ
開
始

　
8
月
23
日（
金
）、
す
が
る
の
里
が
視
察
受
け
入
れ
第
1

号
と
な
る
大
分
県
玖
珠
町
社
協
の
被
災
地
視
察
の
対
応
を

行
い
ま
し
た
。
当
日
は
、
約
20
人
が
旧
長
陽
西
部
小
学
校

を
訪
れ
、
復
興
弁
当
を
食
べ
て
も
ら
う
と
と
も
に
、
す
が

る
の
里
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
熊
本
地
震
体
験
談
を
聴
い
て
も

ら
い
、
意
見
交
換
を
行
う
と
い
う
内
容
で
し
た
。
参
加
者

か
ら
は
、「
大
分
県
に
も
断
層
が
あ
り
、

い
つ
地
震
が
起
き
る
か
わ
か
ら
な
い
。

今
日
の
体
験
談
を
参
考
に
災
害
へ
の

備
え
を
し
っ
か
り
や
っ
て
い
き
た

い
。」と
感
想
が
述
べ
ら
れ
、
復
興
弁

当
と
と
も
に
満
足
し
た
様
子
で
視
察

を
終
え
ら
れ
ま
し
た
。

■
田
舎
に
泊
ま
ろ
う
！
イ
ベ
ン
ト
参
加
者
募
集
中

　
10
月
19
日（
土
）〜
20
日（
日
）に「
は
か
ま
の
会
」主
催
で

田
舎
体
験
イ
ベ
ン
ト
が
開
催
さ
れ
ま
す
。
袴
野
地
区
の
知

名
度
ア
ッ
プ
と
交
流
人
口
増
加
を
目
的
と
し
た
こ
の
イ
ベ

ン
ト
は
、
婚
活
の
要
素
を
含
ん
で
お
り
、
村
内
の
独
身
男

性
10
人
と
村
外
の
独
身
女
性
10
人
を
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

イ
ベ
ン
ト
内
容
と
し
ま
し
て
は
、
村
な
ら
で
は
の
農
業
体

験
や
ふ
る
ま
い
料
理
、
夜
散
歩
な
ど
、
一
泊
を
通
し
て
袴

野
地
区
の
良
さ
を
知
っ
て
も
ら
う
イ
ベ
ン
ト
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　
役
場
以
外
に
観
光
協
会
や
物
産
館
に
も
チ
ラ
シ
を
置
い

て
い
ま
す
の
で
、
ご
興
味
の
あ
る
方
は
ぜ
ひ
手
に
と
ら
れ

て
く
だ
さ
い
。

復
興
推
進
課
　
　
　

℡（
6
7
）1
1
1
3

平成30年度 南阿蘇村決算報告

国民健康保険特別会計
簡易水道特別会計
農業集落排水特別会計
生活排水処理事業特別会計
介護保険特別会計
住宅新築資金等貸付金特別会計
後期高齢者医療特別会計
上水道事業会計（事業収益）

17億8,763万円
4億8,952万円
3,501万円
8,702万円

16億2,204万円
128万円

1億5,373万円
2,202万円

17億3,906万円
4億1,799万円
3,286万円
8,409万円

15億3,465万円
92万円

1億4,262万円
2,620万円

特別会計名 歳　　入 歳　　出
4,857万円
7,153万円
215万円
293万円
8,739万円
36万円

1,111万円
△418万円

差　　引

平成30年度に実施した主な事業

特別会計及び公営企業会計
　特別会計とは、特定の事業を行う場合に特定の収入をもって支出にあて、一般会計とは別に収支経理を行うことです。
南阿蘇村には、7つの特別会計と1つの公営企業会計があります。

平成30年度の財政健全化比率・資金不足比率をお知らせします
　「地方公共団体の財政健全化に関する法律」が制定され健全化判断比率として「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実
質公債費比率」「将来負担比率」「資金不足比率」を算定し、公表することになりました。30年度の各比率は、「早期健全化
基準」と比較すると基準を下回っており、村の財政状況が健全なことが分かります。

30年度

①実質赤字比率項目年度
ー

（15.00）
29年度
（参考）

ー
（15.00）

②連結実質赤字比率
ー

（20.00）
ー

（20.00）

③実質公債費比率
7.0

（25.0）
6.6

（25.0）

④将来負担比率
14.1

（350.0）
ー

（350.0）

⑤資金不足比率
ー

ー

＊（　）内は早期健全化基準です。①、②、⑤および、29年度④は黒字のため、“－”を表示しています。

①実質赤字比率 一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す比率です。

②連結実質赤字比率 すべての会計を合算し、全体の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す比率です。

③実質公債費比率

④将来負担比率

⑤資金不足比率 公営企業ごとの資金不足額の比率で、経営状況の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

一般会計などで負担する借金の返済額などを指標化した比率です。この数値が25％を超える
と村単独の事業に地方債を発行することが出来なくなります。
一般会計などの借金の返済額など現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の
度合いを示す比率です。

総務費
ふるさと寄付金お礼品・ふるさと寄付金業務委託
地方バス運行費補助金
きらめく地域づくり支援事業補助金
空き家改修費補助金
防犯灯修理・新設工事
カーブミラー、ガードレール設置工事
民生費
災害廃棄物処理業務委託費
経営体育成支援事業（熊本地震分）
自立支援給付費（介護給付費等）
児童手当費
障害児施設措置費
住宅応急修理業務委託（災害分）
地域支えあいセンター事業委託料
地域コミュニティ施設等再建支援事業補助金（神社等）
地域公民館再建支援事業補助金
災害廃棄物仮置場原形復旧工事
自宅再建諸経費助成事業補助
転居費用助成金
民間賃貸住宅入居支援助成金
衛生費
乳幼児医療・子ども医療扶助
合併浄化槽設置補助
インフルエンザ予防接種委託料

妊婦健康診査
太陽光発電システム設置補助
農林水産業費
中山間地域直接支払交付金
両併西部地区経営体育成基盤整備負担金
乙ヶ瀬地区中山間総合整備事業負担金
農業次世代人材投資資金
有機肥料生産センター管理委託料
施設園芸振興対策事業
優良牛保留助成金
サル・シカ・イノシシ・カラス捕獲処置費
商工費
そば加工体験施設整備事業
水加工場生産規模拡大施設整備事業
白川水源改修整備事業
立野駅周辺整備事業関連業務委託
四季の森温泉改修事業
「あそ望の郷くぎの」隣接公園基本計画策定業務
あか牛の館屋根改修工事
ウイナスエアコン改修事業
小規模事業者持続化補助金
土木費
災害関連緊急地域防災がけ崩れ対策事業
被災宅地復旧支援補助金
小規模住宅地区等改良事業

宅地耐震化推進事業工事請負費
災害公営住宅整備事業（県委託分）
災害公営住宅買取費
村道　岸野東線道路改良工事費
河川維持補修工事
消防費
ポンプ付積載車購入
防火水槽設置工事
旧立野小学校避難所整備工事
防災行政無線戸別受信機購入
教育費
スクールバス運転業務委託料
小中学校給食費補助
白水運動公園照明ポール改修工事
ランドセル・カバン贈呈
南阿蘇中学校エアコン設置事業
災害復旧費
公共土木施設災害復旧工事費（応急本工事）
農地災害復旧工事
農業用施設災害復旧工事
南阿蘇鉄道災害復旧事業補助金
高野台団地傾修復工事
社会体育施設災害復旧工事
農地災害復旧費助成金（熊本県基金）

8,835万円
2,330万円
1,101万円
774万円
575万円
300万円

3億8,823万円
3億6,790万円
2億4,886万円
1億3,945万円
9,226万円
4,131万円
2,572万円
3,195万円
784万円
8,315万円
3,927万円
4,390万円
6,260万円

3,110万円
2,717万円
1,107万円

545万円
156万円

1億8,624万円
1,313万円
4,905万円
1,938万円
1,284万円
560万円
540万円
816万円

2億498万円
1億4,345万円
4,110万円
1,907万円
2,612万円
1,512万円
1,253万円
923万円
3,830万円

3億7,243万円
1億847万円
1億2,204万円

1億5,920万円
5億9,707万円
10億7,981万円

3,085万円
2,968万円

1,353万円
1,733万円
665万円
1,015万円

4,833万円
1,369万円
1,114万円
336万円
3,226万円

11億3,333万円
4億2,752万円
3億605万円
2億9,639万円
2,300万円
5,889万円
1億493万円
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